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う蝕は、微生物、歯質や唾液緩衝能、食生活といった要因が重なることで発生することは、これまでの多くの研究により示されており疑う余地はない。しかしながら、日本国内に明確に存在する地域差を、それらの要因の差異だけを用いて説明できるのだろうか？ 3歳児う蝕有病者率は、地域により2倍以上の格差が存在する。う蝕が多い地域の子どもは、もともと歯磨きをしないために微生物が多いのだろうか？　歯や唾液緩衝能が弱いのだろうか？　甘い食べ物がう蝕の原因になることを知らず、食生活が乱れているのだろうか？　ここに挙げた原因の多くは、医療および保健により改善されると考えられている。では、う蝕の多い地域は、保健医療が行き届いていないために、う蝕リスクが高まっているのだろうか？

私たちは、3歳児う蝕の地域格差の要因の分析を行ってきた。市町村単位の分析の結果、3歳児う蝕の地域格差に最も大きな影響を与えていたのは、市町村の「高学歴者の割合」であった。これはう蝕の分散に26.0％の寄与を示しており、次に大きな影響力を持っていた「合計特殊出生率」の7.7％を大きく上回っていた。残念ながら、歯科関連指標で唯一有意だった「フッ化物塗布」の寄与率は1％に満たなかった。「高学歴者の割合」は市町村の平均所得とほぼ一致しており、社会経済状態と3歳児う蝕の地域差の関連が示された。次に行った個人単位の研究では、3歳児dmftの約1割は、個人ではなく地域の影響を受けていると解釈できる結果（この研究は横断研究なので因果関係は実証できない）が示された。う蝕は、個人の保健行動で予防できると考えられている。しかしながら、個人を超えた地域の影響も受けているのである。

　健康の格差を考える時には、「病気の原因」にだけ注目をするのではなく、「病気の原因の原因」にまでさかのぼって考える必要があることが、社会疫学の分野では指摘されている。なぜ、ある地方にはう蝕の原因となる行動が集積し、どのような生活環境がその地方の人々をそうさせているのか。この「原因の原因」を突き詰めていくと、人々の健康を規定する様々な社会的要因が存在することに気がつく。これらは、近年「健康の社会的決定要因（Social determinants of health）」と呼ばれており、公衆衛生上非常に注目されている。健康の社会的決定要因に立ち向うことを考えると、保健医療だけでなく、経済や政治、教育や食料や水の需給や交通の問題など様々な分野が関わることが必要になってくる。裏を返すと、健康の社会的決定要因に立ち向かい、健康を増進させるには、保健医療だけでは不十分なのである。こうしたことは、実は30年以上前から指摘されてきた。1974年にカナダの厚生大臣マルク・ラロンドにより出された「カナダ人の健康についての新たなる展望」には、社会医学の教授であったトマス・マッキューンの文献を複数引用して、医療や生物医学的要因だけに注目することを否定し、ヘルスプロモーションを提唱している。これは、後のオタワ憲章に大きな影響を与えている。

　こうした公衆衛生の歴史的な流れや、最新の社会疫学の研究成果を踏まえ、う蝕の地域格差を縮小させるための方法について考えてみたい。その中では、う蝕予防をしやすくする環境づくりとしての、集団フッ化物洗口やフロリデーションのヘルスプロモーションの位置付けについても見直してみたい。
